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1 背景
1.1 社会シミュレーションに基づいた新型インフル

エンザ感染モデル開発の必要性

新型インフルエンザとは，厚生労働省の「新型イン
フルエンザ対策報告書」(2004 年 8 月)より，「過去数
十年間にヒトが経験したことがない HA または NA 亜
型のウイルスがヒトの間で伝播して，インフルエンザ
の流行を起こした時，これを新型インフルエンザウイ
ルスとよぶ。」と定義され，動物，特に鳥類のインフル
エンザウイルスが人間世界に侵入し，その遺伝子に変
異を起こしたり，ヒトのインフルエンザウイルスとの
間で遺伝子の組み換えを起こす等，ヒトの体内での増
殖が可能となり、ヒトからヒトへと効率よく感染でき
るようになったウイルス，すなわち，新型インフルエ
ンザウイルスが人に感染して起こる病気のことを指す
1).

新型インフルエンザは，およそ 10年から 40年の周
期で発生し，ほとんどの人が新型のウイルスに対する
基礎免疫を持っていないことから，世界的な大流行（パ
ンデミック）となり，それに伴って重症者や死亡者の
増加もみられることが予想され，大きな健康被害と社
会的影響をもたらすことが懸念されている.また，新型
インフルエンザの場合，実際にウイルスが出現してか
らワクチンの製造に入るため，少なくとも 6 ヶ月を要
することから，ワクチン政策は早期には間に合わない
と考えられているのが現状である 1)2).

過去のインフルエンザ・パンデミックの事例として，
20世紀に入って以降，1918-19年，1957-58年，1968-
69 年と 3 回のパンデミックが記録されている.それぞ
れ，A/H1N1亜型を原因ウイルスとするスペイン風邪，
A/H2N2 亜型ウイルスによるアジア風邪，A/H3N2 亜
型ウイルスによる香港風邪を指し，それぞれ異なる様
相を呈した 1).

スペイン風邪は，世界中で約 5億人の患者と 4,000万
人-5,000 万人の死亡者が生じたと推定されており，一
説には 1億人とも言われている 1).日本においても約
2300 万人の患者と約 38 万人の死亡者を生じており，
歴史人口学的手法では 45 万人とも言われている 1).ア
ジア風邪や香港風邪でも世界全体で 100万人程度の死
亡者が記録されており，医療提供機能の低下をはじめ
とした社会機能や経済活動の様々な混乱が報告されて
いる 2).近年では，2009年における H1N1パンデミッ
クでの日本における累計患者数は 2,100万人（2010年
第 13週），そのうち厚生労働省に報告（2010年 3月 31

日まで)された死亡者数は 198人（8月末で 203名）と
なった 3).

近い将来パンデミックが発生した場合，WHOはアジ
ア風邪のデータを基礎とする方法で，全世界で 200-740
万人の死亡がでると推計している 1).また，スペイン風
邪のデータから推計した場合は，1 億人を超えると予
測されている 1).別の研究では，発展途上国の人々を中
心に約 6,200 万人が死亡するという推定も存在する 1).
また，米国連邦議会予算局はアジア風邪，香港風邪級で
あれば，約 1%GDP が減少するが，スペイン風邪級の
重篤なパンデミックが発生した場合には，米国のGDP
が約 4.25%減少するという試算を出している 1).また，
Econometric modelを使用した推計では，世界におけ
る GDP の損失が軽症のシナリオで 0.8%(約 3300 億
米ドル)，最重症のシナリオで 3.4%(約 1 兆 4000 億米
ドル)に上ると試算されている 1).

ヒトからヒトに容易に感染する新型インフルエンザ
ウイルスが出現し，一定以上の人口間で拡大を始める
と，パンデミックを防ぐ確実な方法は現時点では知ら
れておらず，世界および各地域・国で広がることを遅
らせる対策，具体的には，国際間の移動制限，患者の
早期発見と隔離，集会の延期をとるしかないのが現状
である 1).新型インフルエンザの出現と流行は，確実に
抑えきることのできない自然現象の一つであるとも言
える 1).

このように，パンデミックを確実に防ぐ方法や，パ
ンデミックがもつ多元的な構造，すなわち，感染がどの
ように制圧され，あるいは逆に蔓延するかは，現状で
は明らかになっておらず，これらを明らかにするには，
人々の実際の行動に基づいた，ミクロな視点からの分
析が必要と言える.また，人々の実際の行動に基づき，
感染拡大様式やその社会的影響を考慮した上で，蔓延
防止等対策の検討の支援を可能にするツールは現状で
は存在しない.ゆえに，感染拡大様式やその社会的影響
を，人々の実際の行動に基づいたミクロな視点から分
析可能な社会シミュレーションに基づいた，新型イン
フルエンザ感染モデルの開発が必要であり，このモデ
ルの開発は，感染拡大を未然に防ぐ観点からも大きく
期待されている 4).このモデルを用いることで，パンデ
ミック自体の解明，および，新たなパンデミック対策
の可能性について検討することが可能と言える.また，
人々の実際の行動に基づいた，より現実世界に近い想
定のもと，対策の議論が可能となり，議論の精度が上
がると言える.
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1.2 インフルエンザ感染拡大対策としての学級閉鎖

インフルエンザは，学校が地域全体の感染拡大に重
要な役割をはたしていることが知られており，その理
由として，学校に通学する年齢層の子供では一般にイ
ンフルエンザの罹患率が高いこと，学校では多くの生
徒同士の濃厚接触が起こる頻度が高く，大きな流行が
起きやすいことが挙げられる 6).ゆえに，インフルエン
ザの流行は，学校を起点として地域に広がっていくこ
とが多く，早期に学校を閉鎖することは，地域への感染
拡大を抑える効果があるとされている 6).学校閉鎖は，
各国の新型インフルエンザパンデミック対策において
も，公衆衛生上の重要な対策とされている 6).

1957-58 年のアジアインフルエンザ（50%が感染し
た）のような感染性インフルエンザ発生の際，学校閉鎖
を実施し，子供と 10代の若者を家に留まらせた結果，
90%未満に発病率を減らすことができた 5). また，1918
年のスペインインフルエンザにおいて，米国で学級閉
鎖とともに集会の制限における死亡数との関連性をみ
た研究がいくつか報告されているが，早期に実施され，
かつ十分な期間の閉鎖が行われた場合，学校閉鎖と死
亡率軽減の間に相関性があることが示されている 6).さ
らに，新型インフルエンザA/H1N1によるパンデミッ
クの際，メキシコシティーや日本の関西では早期に大
規模な学校閉鎖を行った結果，流行がいったんは収束
している 6).この時，感染者の隔離等の他の政策も同時
に行われているため，学校閉鎖単独の効果を判断する
根拠とはならないが，新型インフルエンザA/H1N1で
は 10代の罹患率が非常に高いことが多くの国で示され
ていること，日本だけでなく各国で高校などでの流行
が数多く報告されていることを考えると，学校を閉鎖
することは地域への感染拡大を抑えるためには一定の
効果があると考えられるとされた 6).

以上に挙げた事例から，学校はインフルエンザ感染
拡大リスク要因の 1つと考えられ，しばしば学校閉鎖
等の対策がとられており，これらの政策は，感染拡大
抑制や死亡率軽減という観点で一定の効果があるとさ
れていることがいえる.

学級閉鎖は，パンデミックを軽くする，具体的には，
膨大な新型インフルエンザ患者の発生や医療従事者の
罹患による医療システムそのものの破綻の抑制，ある
いは，長期の学級閉鎖や旅行制限，集会や映画館等の
人がたくさん集まる場所の閉鎖等，企業の存続のみな
らず，世界的な経済への深刻な影響等の軽減を目的と
した，一般に提案される医療以外の干渉政策の 1つで
ある 1)7).

学級閉鎖政策には，基本的な方法として，消極的学
校閉鎖と積極的学校閉鎖の 2つが挙げられる.

消極的学級閉鎖は，欠席者が増えることに対する学
校（学級）運営上の対応を目的として実施され，実施
時期の基本的な考え方としては，地域である程度感染
が拡大して以降である.実施の基準は，地域あるいは学
校ごとに決定した，ある一定の割合に欠席率が達した
場合であり，実施期間は，状況に応じて 5日間よりも
短い場合もあり得る.実施にあたって考慮すべき事項と
して，重症化するリスクのある生徒の多い場合，すな
わち，特別支援学級や基礎疾患を有する生徒等が多い
場合，より厳しい基準を考慮すべきことが挙げられる

6). 一般に，消極的学校閉鎖では地域への感染拡大を
抑える効果はほとんどないと考えられている 6). 一方
で，積極的学校閉鎖は，地域で感染拡大が起こる前に
積極的に学校閉鎖を行うものであり，地域の感染拡大
を抑えるためには，このような積極的な学校閉鎖が必
要であると考えられている 6).実施時期の基本的な考え
方としては，地域での感染拡大の初期段階である 6).実
施の基準は，疫学情報から，学校のある地域が流行の
初期段階にあると判断された場合であり，実施期間は，
5日から 7日間が必要である 6).実施にあたって考慮す
べき事項として，学級閉鎖を行った場合の地域への社
会的・経済的影響，地域への感染拡大を抑えるために
は他の対策も同時に行う必要がある，学校閉鎖中に生
徒が接触する機会，すなわち，スポーツ大会・塾等も
制限する必要があるといったものが挙げられる 6).

以上に述べたように，学級内および学級外感染など，
学校におけるインフルエンザ感染拡大リスクと効果を
考慮し，学級閉鎖等の対策の要否を検討する必要があ
る. そして，学級閉鎖等の要否を検討する際の判断要
因として，授業や行事機会の損失，および，いつ，ど
のくらいの期間で，どの規模で学級閉鎖もしくは学校
閉鎖を行うかを検討する必要がある.さらに，経済的，
社会的コストの高さ，倫理問題，健康管理といった主
要産業の破壊の可能性といった学級閉鎖等対策に伴う
ネガティブな側面に対する検討も必要不可欠である 7).

Fumanelliらは，インフルエンザ流行時の異なる学校
閉鎖方針の潜在的影響を評価するため，最初の組織的
モデル研究を提案した 8).イギリスでの事例を元に，現
実的なサイズ分布で，空間的に明白な感染のある家庭，
学校，すなわち，幼稚園，小学校，中学校，高等教育の
いずれか，また，職場と一般的なコミュニティといっ
た異なる 4つの空間でのインフルエンザ感染モデルを
構築した.そして，エージェント・ベースの確率シミュ
レーションモデル，すなわち，不連続な SEIRモデル
を用いて，時間ごと，空間内または空間間の接触度合
いに応じて定められた感染確率の元，同クラス，同学
年他クラス，または，他学年の学生間，家庭での相互作
用等によるインフルエンザ感染拡大様式の検討を行っ
ている.

しかしながら，このモデルは，各空間におけるエー
ジェントの詳細な行動までは表現していない. ゆえに，
例として，週 1回，または月 1回の行事の要否を，学
校内における実際の行動に基づき検討することは不可
能である. そのため，学級閉鎖政策の意思決定者に対
する意思決定支援ツールとして，社会シミュレーショ
ンによる，学校内における実際の行動に基づき，学校
内行動に関する政策の議論が可能な，学校内新型イン
フルエンザ感染モデルの開発が必要であると言える.

1.3 先行研究

齋藤らは，伊豆大島（東京都大島町）にて社会構造，
学校閉鎖等の対策も含めた流行を網羅的に調査し 9)，そ
の調査結果をもとに，エージェントベースアプローチに
より，シミュレーション言語 SOARS を使用した伊豆
大島インフルエンザ流行モデルの構築を行った（Fig.1）
10). パイロットテストとしてまた，島内の各小学校（3
校），中学校（3 校），高校（1 校）においてシーズン初
期に各学校内の生徒でそれぞれ５名インフルエンザ患
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者が初発した場合を想定し，その後の島内での感染拡
大様式を比較・検討した.そして，本シミュレーション
において，公衆衛生的政策介入や観察が不可能な不顕
性感染者を含め，属性や行動，感染状態等および感染
場所や流行拡大のプロセス等に基づいた感染拡大様式
の解析も可能であることを示した 10).

しかし，本モデルでは，0 18歳のエージェントの行
動モジュールとして通学は考慮されているものの，学
校内の行動モジュールまでは記述されておらず，学校
内における実際の行動に基づいた，感染拡大様式の検
討までは不可能であった. ゆえに，学校内における実
際の行動を考慮した上での，学級閉鎖の要否といった，
学校内行動に関する政策の議論が可能なモデルではな
かった.

2 目的
本研究では，学級閉鎖等学校行事への介入政策の意思

決定支援ツールとしてのモデル開発を行う.すなわち，
既存の伊豆大島インフルエンザ感染モデルに学校内の
行動モジュールを加える.具体的には，授業，給食，休
み時間などの小学生の 1日の行動フローから校内行動
のモデル化を行い，小学校内での 1 日のインフルエン
ザ感染リスク，すなわち，学校内における新規インフ
ルエンザ感染者数を明らかにする.

そうすることで，所属する家庭や学校といった属性，
行動，感染状態および感染場所や流行拡大のプロセス
等を考慮した上で，モデル上で，要否も含めた学級閉鎖
対策に関するシナリオの導入を行う等，学校内行動に
関する政策の具体的な議論が可能となる.また，学校内
行動モジュールを加えることで，伊豆大島インフルエ
ンザ感染モデル全体として，パンデミックに対し，よ
り具体的な蔓延防止等対策の検討が可能となる.

3 モデルの設計および粒度
社会システムのモデル化，とくに社会シミュレーショ

ンに用いるモデルでは，モデル化の対象となる社会現
象や問題状況が多様であり，必然的に対象の多様性に
応じてモデルも多様化せざるをえない 11). そして，対
象の多様性というのは，モデル作成者側が対象に対し
て何をどうしたいのかという意図や目的に依存して変
化する 11). つまり，対象の何を問題として考えるのか，
対象から何を得たいのか，あるいは対象にどのように
対処したいのか等によって，どのようにモデル化する
かを考慮する必要がある 11).

Fig. 1: 伊豆大島インフルエンザ流行モデルの概要

モデル化には，アブストラクト，ミドルレンジ，ファ
クシミリという 3つのモデルがあり，それぞれ解像度
が異なる 11).アブストラクトモデルは，エージェント
ベースの社会シミュレーション研究の初期であり，複
雑な社会現象の原理的な理解を目指し，システムの性
質を支配するシステム構造を少数のパラメータで記述
するシンプルなモデルである 11).ミドルレンジモデル
は，アブストラクトモデルよりモデルの粒度を少し細
かくし解像度を高くしたモデルである.すなわち，アブ
ストラクトモデルより対象の細部をモデル化する.モデ
ルの構成要素やパラメータは，アブストラクトモデル
より格段に多くなる.そのため現実的で，写実的なモデ
ルとなり，現実への解釈が直観的でわかりやすい一方
で，構成要素や行動規則が恣意的になりやすく，モデル
の妥当性を評価することが困難なケースも少なくない.
ファクシミリモデルは，もっとも解像度が高く，特定
の状況に限定された社会システムの特定の現象を可能
な限り忠実に表現する.とくに特定の状況における不確
実性が高い場面でのシステム全体の挙動が観察できる.
アブストラクトモデルやミドルレンジモデルのような
普遍性はないが，現実ではすぐには作り出せないよう
な多様で可能な状況を実験室的に作り出し，モデルで
設定したさまざまな変数のシステムの挙動への影響を
定量的に扱うことができる.これはとくに組織のマネー
ジャ等が複雑な状況下で意思決定をするための支援に
有効である.

本研究におけるモデルを構築する上で，アブストラ
クトモデルを構築するには，小学校は 1つの空間とし
て扱い，エージェントの移動場所は家と学校のみ，か
つ，空間のサイズ分布や空間における接触度合いも平
均化して扱うことが想定される.本研究で作成した，小
学校 Aにおける校内行動モデルは，アブストラクトモ
デルに近いモデルとなっている.一方で，ファクシリモ
デルを構築するには，小学校にある施設それぞれを空
間として扱い，エージェントの移動場所は家と各施設，
感染を考慮する際は，具体的な接触頻度データ，接触
形態データ，接触時間データ，各空間の浮遊量リアル
タイムデータが必要になってくることが想定される.

粒度が粗すぎと学級閉鎖の表現に不都合であり，細
かすぎるとパラメータのリアルな情報の採取が難しく
なってくる.そのため，本研究で作成したモデルをファ
クシミリモデルに近づけることで，適切な粒度をもつ
モデルの構築を行うことをめざす（Fig.2）.伊豆大島
インフルエンザ流行モデルは，アブストラクトモデル
に近いミドルレンジモデルであり，その中に，ファク
シミリモデルに近いミドルレンジモデルである学校内
の行動モジュールを加え，学年間の交流等といった学
校内の行動に関して解像度を上げて表現し，介入政策
をより具体的に検討可能なモデルへの改変を行う.

4 小学生の 1日の校内行動のモデル化およ
びシミュレーションの方法と結果

授業，給食，休み時間などの小学生の 1 日の行動フ
ローから校内行動のエージェント・ベース・シミュレー
ションによるモデル化を行った.東京都大島町のある小
学校 A を事例とし，小学校 A の生活時程表 12) のモ
ジュールタイムを元に，小学生の 1 日の行動フローを
決定した（Fig.3）.
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Fig. 2: 小学生の 1日の校内行動モデルの粒度
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放課後
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行動 行動詳細

自分の所属する学級に移動する .

8:00

8:00 -
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授業中は自分の所属する学級にいる . ただし ,1,2 年生は
14:25（5 校時）で終了し , 放課後となる .

10:15 -
10:35
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率で自分が所属する学級を選択し，選択した場所と自分
のいる場所が異なる場合，選択した場所へ移動する .
休み時間中の意思決定および移動は 1度だけ行う . 休み
時間が終わると，自分の所属する学級に移動する .

50%の確率で，放課後遊びをする . 放課後遊びをする場
合は，休み時間と同様の確率で遊び場を選択し，同様に
移動を行う . 放課後中の意思決定および移動は 1度だけ
行う .

放課後遊びをしない場合は，授業終了後に帰宅する . 放
課後遊びをする場合は，1,2 年生は 15:40（下校時間），
3 - 6 年生は 16:30（最終下校）に帰宅する .
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（3,4 校時 / 給食）
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（朝の会 /1,2 校時）
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14:25 - 15:40 or 
15:15 - 16:30 

14:25 or 15:15 
15:40 or 16:30 

放課後

帰宅

小学校 A

Fig. 3: 小学校 Aにおける校内行動モデルの概要

各学年は 1学級のみで，8時に通学し，自分の所属
する学級に移動する.そして，授業，休み時間，放課後
を経て帰宅する.授業中は自分の所属する学級にいる.
休み時間は 80%の確率で体育館，10%の確率で図書館，
10%の確率で自分が所属する学級を選択し，選択した
場所と自分のいる場所が異なる場合，選択した場所へ
移動する. 放課後は 50%の確率で，放課後遊びを行い，
する場合は，休み時間と同様の確率で遊び場の選択お
よび移動を行う.そして， 低学年は下校時刻に，高学
年は最終下校時刻になると帰宅する.放課後遊びをしな
い場合は，授業終了後に帰宅する.低学年は授業終了時
刻が早くなっている.休み時間中と放課後中の意思決定
および移動は 1度だけ行う.結果として，エージェント
の移動場所が 5分ティックで出力される.

このモデルを元に，小学生の学校内における詳細な
行動に基づくインフルエンザ感染拡大様式の検討が可
能と言える. また，特に人数変化のおこる時間の前後で
ある，7:55，8:00，10:15，10:35，12:55，13:20，15:15，
16:30，16:35における，例として，各場所での 3年生
の合計人数結果から（Fig.4），モデルの動作が意図した
通りであることが確認された.

5 今後の課題
適切な粒度でのモデルの改変，すなわち，本研究で

作成したモデルをファクシミリモデルに近づける.その
際に，具体的な介入政策の内容と入手できるデータを
もとに，粒度の決定を行う.
さらに，小学生の 1日の校内行動モデルをベースに，

1週間，1年の行動をモデル化し，普段の 1 日行動，ク
ラブ・委員会活動，運動会といった校内・校外行事日
のモデル化も行う.そして，行事前の学級閉鎖の要否や
行事の実施の可否の判断に資するモデルの構築をめざ

Fig. 4: 3年生の各場所での合計人数

す.
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